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《ポイント》 

●アレバロ大統領は就任 2 周年にあたる演説において、公立学校改修の進展、貧困対策、米国

との協働による港湾整備等についての成果を強調した。 

●2026 年度予算執行は、議会における手続き上の瑕疵を理由に昨年末に憲法裁判所の決定に

より一時停止されたものの、議会は 1月 28日、補正予算を通過させ当初の予算水準を回復。 

●ベネズエラ情勢に関し、アレバロ大統領は民主的制度の再構築に向けたベネズエラ国民への

支持を表明。 

●国防省と米国陸軍工兵隊（USACE）が、道路、高速道路及び高架道路の開発プロジェクトに対

する米国の技術支援、並びにケツァル港の近代化に関する既存合意の拡大に関する合意文書へ

の署名を行った。 

●グアテマラは米国との相互貿易協定を締結。同協定に基づき、グアテマラの対米輸出産品の

約７割が無税で米国に輸出される（主な輸出産品は、コーヒー豆、バナナ等）。また、DR-CAFTA

協定の原産地規則を満たす繊維・アパレル製品については相互関税 10％の対象外とされた。 

●アレバロ大統領は国内 3 カ所の刑務所での暴動および警察官 8 名が犠牲となった襲撃事件を

受け、国内全土を対象とした非常事態宣言を発令。同措置は犯罪組織に対抗することを目的とし

ており、日常生活や移動の自由を制限するものではないと説明。 

 

《本文》 

１ 内政 

（１）アレバロ大統領が任期３年目にあたり演説。教育、貧困対策、米国との連携等を強調 

１４日、アレバロ大統領は会期初日となる共和国議会において演説を行った。政権発足後２年

間の成果として、主に①教育（2.2万校の学校施設改修、教員組合による抗議活動への勝利）、②

貧困対策（住宅環境改善）、③医療（診療所等の新設、医薬品・機材の供給充足率向上）、④経済

（経済成長 4.1％、海外直接投資増加、最低賃金 10％引き上げ等）、⑤格付の改善（投資適格

BBB まであと一歩）、⑥米国との関税合意（当国産品の７割が無税で輸出可能）、⑦インフラ整備

（米工兵隊による港湾、鉄道インフラ技術支援）、⑧治安（麻薬押収量の増加、米国による支援）、

⑨汚職撲滅に向けた取組を強調。 

 

（２）共和国議会が補正予算を承認 

 ２８日未明グアテマラ共和国議会は、92 億 3,600 万ケツァルの補正予算を承認した。同補正予

算は、昨年１２月３０日に憲法裁判所が、議会における手続き上の瑕疵を理由に 2026 年度予算



の執行を一時停止したため、暫定的に 2025 年度予算（1,548 億 3,600 万ケツァル）が適用されて

いた状況を受け、その不足分を補うために組まれたもの。この措置により、2026 年度の予算規模

は当初の計画水準を若干上回る総額 1,640 億ケツァルとなった。増額分は主に教育省、保健省、

内務省などのプロジェクトへ配分される。 

 

２ 外交 

（１）アレバロ大統領、民主主義再建に向けたベネズエラ国民への支持を表明 

  ３日の米国によるマドゥーロ・ベネズエラ大統領の身柄拘束に関し、同日、グアテマラ外務省は

ベネズエラにおける状況について、懸念をもって注視する旨のコミュニケを発出した。また、アレバ

ロ大統領は同日自身のＸアカウントにおいて、あらゆる一方的な軍事行動の停止及び国連憲章

の原則の尊重を求める旨のコメントを投稿。また、同大統領は翌 4日に民主的制度の再構築に向

けたベネズエラ国民への支持を表明する旨の声明を発出。 

 

（２）アレバロ大統領は当地米国大使の離任による外交政策への影響はない旨言及 

 ７日、アレバロ大統領は定例記者会見において、記者からの質問に答え、ブラッドリー当地米国

大使の退任について述べた。米国政府による同大使への異動命令はバイデン前大統領により任

命された大使に関する一般的な決定であり、グアテマラとの外交関係やプロジェクトに影響を及ぼ

すものではない旨説明。 

 

（３）EU、ポラス検事総長らへの制裁を 2027年まで延長 

 ９日付プレンサ・リブレ紙によると、欧州連合（EU）理事会は、グアテマラの民主主義や法の支配

を損なう行為に関与したとして、ポラス検事総長を含む 8 名および 1 団体に対する制裁措置を

2027 年 1 月 13 日まで 1 年間延長することを決定した。対象者には渡航制限や資産凍結が課さ

れ、EU 市民や企業による資金提供も禁止される。また、EU は、2026 年に当国で予定されている

最高選管委員、憲法裁判所判事、および検事総長の選出プロセスを監視のため、特別ミッション

を派遣する方針を再確認した。 

検察庁は、外部勢力による制裁は法的根拠に欠け、憲法に基づく独立した捜査活動を妨げる

ものではないとの声明を発し反発。 

 

（４）国防省と米陸軍工兵隊が重要インフラに関する合意に署名  

１５日、当国大統領府において、アレバロ大統領の臨席の下、当国国防省と米国陸軍工兵隊

（USACE）との間で道路、高速道路及び高架道路の開発プロジェクトに対する米国の技術支援、

並びにケツァル港の近代化に関する既存合意の拡大に関する合意文書への署名が行われた。

同プロジェクト予算（１億１千万ドル）はグアテマラ政府が全額負担し、米国は人材育成等の技術

協力を実施する。アレバロ大統領は、米国の支援により、重要インフラの整備が迅速に構築され

ている旨述べ、ブラッドリー大使の貢献に謝意を表明した。 



 

３ 経済 

（１）2025年第 3四半期までの外国直接投資が前年比 12.2％増加、再投資が牽引 

 １２日付プレンサ・リブレ紙は中央銀行発表の統計に基づき、2025 年第 3 四半期までの外国直

接投資（FDI）が前年同期比 12.2%増の 14 億 1,620 万米ドルを記録した旨報じた。金融・保険業（6

億 3,910 万米ドル）、製造業（2 億 2,250 万ドル）、商業・自動車修理業（2 億 650 万ドル）、通信（2

億 270万ドル）の 4分野が全体の 90%を占めた。2025年末の予測は 18億 7,500万米ドルであり、

2026 年には 20 億 6,500 万米ドルに達する見込み。ドミニカ（共）（5 億 1,120 万ドル）が最大の投

資国であり、米国（2 億 7,920 万ドル）、メキシコ（1 億 8,240 万ドル）がこれに続いた。投資増加の

70%は既に国内で事業を展開している企業による再投資が牽引している。 

 

（２）観光業：2025年の外国人訪問者が 10.6%増加 

 １２日付プレンサ・リブレ紙は、観光庁の統計を引用し、2025年中 336万 1,843人の外国人訪問

者を記録し、前年比 10.6%の増加を達成した旨報じた。国別では、中米から 200 万人以上(エルサ

ルバドルが最多)、北米から 83万 202人(主に米国人)が訪れた。訪問のピークは年末の 2 ヶ月間

に集中し、12月が最も活発な月となった。政府は持続可能な観光マスタープランの下、今後 10年

間で年間 460万人の訪問者誘致目標を掲げている。 

 

（３）グアテマラ、国際租税基準適用プラットフォームに加盟 

 １３日付ラ・オラ紙によると、グアテマラは国際的な税務基準を適用するためのプラットフォーム

である「OCDE/G20 包括的枠組み（Marco Inclusivo）」の 148 番目の加盟国となった。これにより、

グアテマラは多国籍企業による租税回避や経済のデジタル化に伴う税務上の課題に対処するた

めの 15 の行動計画（BEPS）を導入することが可能となる。メンコス財務相は、この決定は国際的

な協力体制を強化するとともに、透明性が高く競争力のある近代的な税制を推進するための歴史

的な一歩であると述べた。また、オバジェ国税庁（SAT）長官は、国際的なベストプラクティスの採

用が、責任ある投資の誘致と持続可能な徴税体制の構築につながるとの期待を示した。 

 

（４）2025年の郷里送金額が史上最高額の 255億 3,000万米ドルを記録 

 １５日、中央銀行の発表によれば、2025 年中、郷里送金は対 GDP 比 20.7%に相当する 255 億

3,000 万米ドルの史上最高額を記録した。この外貨収入は民間消費を後押しし、経済を支えてい

る。マクロ経済アナリストは、郷里送金によりグアテマラは GDP の 20%に相当する富を得ていると

しつつ、他方で生産設備が限界に達しているため余剰資金が輸入に向かっていることや外国から

の送金増加による労働意欲の低下が農村部の労働力不足も引き起こしていると指摘している。 

 

（５）グアテマラ産コーヒー、2026年度は豊作の見通し 

 １５日付プレンサ・リブレ紙によると、グアテマラ全国コーヒー協会（Anacafé）は、2025-2026 年度



の輸出量が過去 3 年で最高となる 410 万キンタル（46kg/キンタル、（生豆））に達すると予測して

いる。ブラジルやベトナムの不作による世界的な在庫不足を背景に、国際価格は 1 キンタルあた

り 330 ドルから 430 ドルの高値で推移する見込みである。また、米国による関税措置については、

関税無税になったことで、グアテマラ産コーヒーは他国に対して競争優位を確保した。Anacafé は、

生産者への技術支援を通じて収益性を高め、拡大する世界需要に応える方針を示している。 

 

（６）Licores de Guatemala社、1億米ドル超でジン「Puerto de Indias」を買収、欧州進出へ 

 １９日付プレンサ・リブレ紙は、ラム酒「ボトラン (Botran)」などの製造元である Licores de 

Guatemala グループは、1 月 30 日までにスペインのジンブランド「Puerto de Indias」を 1 億ドル超

で買収すると報じた。同買収はグループの欧州展開に向けた戦略的な柱であり、スペイン国内の

高度に自動化された工場と強力な販売網を確保することで、物流コストの削減と市場浸透の加速

を図る。ダグラス・フランコ CEO は、グアテマラ産ラム酒の原産地呼称を維持しながら、欧州での

瓶詰めや現地の嗜好に合わせた商品展開を進め、グローバル市場での競争力を高める方針を

示している。 

 

（７）米国と相互関税協定を締結、輸出の 7割で関税撤廃を実現 

 ３０日、グアテマラは米国との相互貿易協定を締結。同協定に基づき、グアテマラの対米輸出産

品の約７割が無税で米国に輸出される（主な輸出産品は、コーヒー豆、バナナ等）。一部の野菜、

果物、加工品、工業品（自動車部品等）は適用除外とされている。また、DR-CAFTA 協定の原産

地規則を満たす繊維・アパレル製品については無税で米国に輸出される。グアテマラ側は、米国

産品に対する輸入規制の撤廃・緩和を含む非関税障壁の削減の他、米国産農産品に対する特

恵的な市場アクセスの保証、年間５千万ガロンのエタノールの購入等を約束した。また、デジタル

サービス税の禁止、強制労働の取締り、米国の輸出管理政策を含む安全保障上の政策との協調

等についても約束した。 

 

４ 治安 

（１）政府、エスクィントラ県における治安強化計画を始動 

 ６日付プレンサ・リブレ紙によると、グアテマラ政府は、犯罪件数が急増しているエスクィントラ県

において、パトロール計画（Plan Centinela）を開始した。2025 年の国内の殺人事件数は 3,139 件

と過去 5年間で最高水準に達しており、特に同県は国内で 2番目に犠牲者が多い。同計画では、

刑務所の家宅捜索や周辺の違法構造物の解体が行われた。また、内務大臣は、殺人事件に特

化した戦略的捜査オフィスの設置を発表。同チームは国軍とも連携する予定。 

 

（２）国家警察への攻撃を受け大統領が非常事態を宣言 

 １８日、アレバロ大統領は国内 3 カ所の刑務所内暴動および警察官 8 名が犠牲となった襲撃事

件を受け、国内全土を対象とした 30 日間の非常事態宣言を発令した。同措置については、警察



および軍の戦力を動員して犯罪組織に対抗することを目的としており、野外での集会や武器携帯

に制限が課されるが、市民の日常生活や移動の自由を制限するものではないと説明されている。 

 

《経済指標》 

◇主要経済指標◇ 
2026年 2025年 

2025年 2024年 
1月 12月 

インフレ率（前年同月比） 0.96% 1.65% 1.65% 2.88％ 

貿易収支（百万ドル） 未公表 未公表 未公表 △17,928.9 

輸出（百万ドル） 未公表 未公表 未公表 14,561.4 

輸入（百万ドル） 未公表 未公表 未公表 32,490.3 

外貨準備高 （百万ドル） 32,937.1 32,736.8 32,736.8 22,452.4 

外国からの送金（百万ドル） 1,954.7 2,241.3 25,530.2 21,510.2 

為替レート（対ドル月平均） 7.66 7.66 7.68 7.76 

 


